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本日の内容
1．国立情報学研究所（NII）の概要
2．学術情報基盤の現況
3．これからの学術情報基盤
4．大学図書館との連携・協力
5．まとめ
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1．国立情報学研究所（NII）の概要
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NIIの略史
年 月 事 項
昭和51（1976）年5月 東京大学情報図書館学研究センター発足
昭和55（1980）年1月 学術審議会「今後における学術情報システムの在り方について
（答申）」
昭和58（1983）年4月 東京大学文献情報センター設置（情報図書館学研究センターを
改組）
昭和61（1986）年4月 学術情報センター（NACSIS）設置
平成10（1998）年1月 学術審議会「情報学研究の推進方策について（建議）」
平成12（2000）年4月 国立情報学研究所（NII）設置（学術情報センターの廃止・転換）
平成16（2004）年4月 大学共同利用機関法人 情報・システム研究機構 国立情報学
研究所設置
学術基盤推進部
先端ICTセンター
学術基盤課
研究開発連携本部
情報学プリンシプル研究系
所 長
アーキテクチャ科学研究系
コンテンツ科学研究系
情報社会相関研究系
グローバル・リエゾンオフィス
学術コンテンツ課
研 究 施 設
ＳＩＮＥＴ利用推進室
学術認証推進室
クラウド支援室
セキュリティ支援室
総 務 部 企 画 課
総 務 課
社会連携推進室
未来価値創発型情報学研究連合
学術情報ネットワーク運営・連携本部
学術コンテンツ運営・連携本部
副 所 長
副 所 長
研究戦略室
Ｕ Ｒ Ａ
会 計 課
学術ネットワーク研究開発センター
知識コンテンツ科学研究センター
先端ソフトウェア工学・国際研究センター
社会共有知研究センター
クラウド基盤研究開発センター
データセット共同利用研究開発センター
サイバーセキュリティ研究開発センター
量子情報国際研究センター
サイバーフィジカル情報学国際研究センター
ビッグデータ数理国際研究センター
金融スマートデータ研究センター
コグニティブ・イノベーションセンター
学術リポジトリ推進室
コンテンツシステム開発室
所 長 補 佐
プレ研究センター
図書館連携・協力室
NII組織図（平成28年4月～）
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NIIの2つのミッション
「研究と事業を車の両輪として情報学による未来価値を創成」
学術基盤推進部
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学術情報基盤
学術コンテンツ基盤
HPCI認証
学術認証
フェデレーション
学術情報の公開・共有
 国内回線全国100Gbps化
 海外（米国・欧州・アジア）との高速接続
 多様化するニーズに応えるSDNなどの最新ネットワーク技術の導入
クラウド活用支援
学術情報ネットワークの構築・運用
 クラウド利活用促進による
大幅なIT経費削減・
研究教育環境の高度化
 学術情報流通と
オープンアクセスの推進
 大学の機関リポジトリ拡充
の推進
大学間連携支援
 仕様統一したシステムによる
大学間連携、各種資源の
相互利用の促進
クラウド支援サービス
SINET直結クラウド
超高速・高機能回線
アクセス回線共同調達
セキュリティ強化
 暗号技術活用による
情報の保護、安全な認証
 ネットワーク機能連携による
サイバーアタック対策 VPN
電子証明書
無線LAN
ローミング
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学術基盤推進部組織図（平成28年4月～）
学術基盤推進部 学 術 基 盤 課
学術コンテンツ課
総 括 ・ 連 携 基 盤 チ ー ム
Ｓ Ｉ Ｎ Ｅ Ｔ チ ー ム
支 援 チ ー ム
Ｓ Ｉ Ｎ Ｅ Ｔ 利 用 推 進 室
学 術 認 証 推 進 室
学術コンテンツ整備チーム
研 究 成 果 整 備 チ ー ム
コンテンツシステム開発室
学認クラウド、クラウド基盤
学術情報ネットワークの運営
SINET利用支援、コンサルティング
学認、HPCI認証の推進
CiNii、NACSSIS-CAT/ILL、NII-REO
課内総括、SPARC Japan、
NII図書室
CiNii等システム開発
教員との連携組織
図書館連携・協力室 大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）事務局（大学図書館からの出向）
先端 Ｉ Ｃ Ｔ セン ター 所内情報基盤、クラウド推進
学術リポジトリ推進室
ク ラ ウ ド 支 援 室
セ キ ュ リ テ ィ 支 援 室
SEIKA、KAKEN、ポータル、電子化
JAIRO、JAIRO Cloud
学認クラウド、
クラウドゲートウェイの開発
情報セキュリティ技術者育成支援
リポジトリ環境整備
N I I － S O C チ ー ム
所 内 L A N ・ C S I R T チ ー ム
ク ラ ウ ド 推 進 チ ー ム
所内情報基盤、所内セキュリティ
大学連携セキュリティ
部内・課内総括、システム管理、
認証、教育研修
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2．学術情報基盤の現況
学術コンテンツ基盤
HPCI認証
学術認証
フェデレーション
学術情報の公開・共有
 国内回線全国100Gbps化
 海外（米国・欧州・アジア）との高速接続
 多様化するニーズに応えるSDNなどの最新ネットワーク技術の導入
クラウド活用支援
学術情報ネットワークの構築・運用
 クラウド利活用促進による
大幅なIT経費削減・
研究教育環境の高度化
 学術情報流通と
オープンアクセスの推進
 大学の機関リポジトリ拡充
の推進
大学間連携支援
 仕様統一したシステムによる
大学間連携、各種資源の
相互利用の促進
クラウド支援サービス
SINET直結クラウド
超高速・高機能回線
アクセス回線共同調達
セキュリティ強化
 暗号技術活用による
情報の保護、安全な認証
 ネットワーク機能連携による
サイバーアタック対策 VPN
電子証明書
無線LAN
ローミング
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学術情報基盤の新展開
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SINETの歩み
 SINETは、当初はインターネットバックボーンとして発展したが、現在は最先端の研究開発、国際連携、遠隔教
育、高性能クラウド利用等にチューンした最先端学術基盤となっている。
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パケット交換網（X.25） クローズドネットワーク
▲1987.1
SINET（インターネット）
研究・教育活動を支援する“情報ライフライン”
▲1992.4
スーパーSINET
先端研究のための“超高速ネットワーク環境”
▲2002.1
☆最大1Gbps
☆最大10Gbps
SINET3
ネットワーク統合とサービスの多様化
▲2007.4
SINET4
☆最大40Gbps
最先端学術情報バックボーン
▲2011.4
SINET5
☆ネットワークの経済的高速化
☆エッジノードの高安定化
☆高速アクセス回線および接続環境の整備
☆サービスの多様化（継続）と利便性向上
☆上位レイヤサービスの支援・展開 ☆最大
100Gbps
▲2016.4
SINET4からSINET5へ
SINET5では、①世界最高水準の国内ネットワークの実現、②国際ネットワークの強化、③多様化
するニーズに応える情報サービス（クラウド、セキュリティ、学術情報流通）の強化、を計画している。
：2.4Gbps
：40Gbps
：10Gbps
アジア
米国・欧州
①日本縦断の40Gbps回線
②10Gbps×4の国際回線
③共同研究のためのVPN*サービス等
☆東日本大震災にも耐えた高信頼性
* VPN: Virtual Private Network
•様々な研究分野が回線高速化を熱望
•クラウド化で大学の大量通信データがSINETへ流入
•殆どの先進諸国が100Gbps回線を導入
(米国：全土導入完了、欧州：導入開始、中国：導入
開始、国際：米欧回線で導入開始）
SINET4 （平成23～27年度） SINET5 （平成28～33年度）
①100Gbps回線の全国的な導入
②国際回線の高速化（100Gbps）
③情報サービスの強化
•ネットワークサービス機能の拡充
•クラウド利活用の促進
•サイバーセキュリティの強化
•学術情報の公開と共有の拡充
取り巻く環境
米国線
欧州線
アジア線
：10Gbps（専用線）
：国際回線
：国内回線
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世界と比べると
SINET（日本）
Internet2（米国）
GÉANT（欧州）
CERNET（中国）
回線帯域
[Gbps]
0
20
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80
100
H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25H16 年度H26 H27 H28
スーパーSINET
日本
世界初の40Gbps技術
SINET3 （H19～H22） SINET4 （H23～H27）
米国 欧州 中国
今日基幹回線の帯域比較
SINET5  （H28～）
日本
100Gbpsの導入で
日本は大幅に
遅れている
諸外国の学術ネットワークは100Gbps化を進めており、日本は中国にも後れをとっている。
米国では広い範囲が100Gbps回線でカバーされているが、日本では2.4Gbps回線が多く、
平均帯域が大幅に劣る。
また、大学LANの帯域より細く、本格的なクラウド時代に対応できない。
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SINETの現状 － 利用状況
全県を１００Gbpsで構成するSINET5が平成２８年４月より本格運用を開始
◦ 全国８００以上の大学・研究機関等の３００万人以上が利用
◦ 大学のカバー率は、国立１００％、公立約８４％、私立約５９％
国立
大学
公立
大学
私立
大学
短期
大学
高等
専門
学校
大学
共同
利用
機関
その
他 合計
加入機関数 86
(100%)
74
(84%)
361
(59%)
70
(20%)
55
(97%)
16
(100%)
182 844
（平成28年3月31日現在）
：国内回線
：国際回線
ロンドン
シンガポール
ロサンゼルス
ニューヨーク
学術コンテンツ基盤
HPCI認証
学術認証
フェデレーション
学術情報の公開・共有
 国内回線全国100Gbps化
 海外（米国・欧州・アジア）との高速接続
 多様化するニーズに応えるSDNなどの最新ネットワーク技術の導入
クラウド活用支援
学術情報ネットワークの構築・運用
 クラウド利活用促進による
大幅なIT経費削減・
研究教育環境の高度化
 学術情報流通と
オープンアクセスの推進
 大学の機関リポジトリ拡充
の推進
大学間連携支援
 仕様統一したシステムによる
大学間連携、各種資源の
相互利用の促進
クラウド支援サービス
SINET直結クラウド
超高速・高機能回線
アクセス回線共同調達
セキュリティ強化
 暗号技術活用による
情報の保護、安全な認証
 ネットワーク機能連携による
サイバーアタック対策 VPN
電子証明書
無線LAN
ローミング
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学術情報基盤の新展開
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0 10 20 30 40 50 60
その他
業務ピーク時の柔軟なシステム増強
セキュリティ対策の軽減
利便性・サービスの向上
災害・計画停電・障害時の事業継続性の向上
業務の省力化・効率化
管理・運用等にかかるコストの軽減
大学数
回
答
例
クラウド利用の効果
文部科学省，クラウドコンピューティングの運用状況及び導入計画等について，2014年
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0 2 4 6 8 10 12 14 16 18
その他
ネットワーク回線の安定性・帯域の確保が必要
学内合意や学内規程の見直しが必要
費用面に課題がある
必要性を感じない
セキュリティ面・信頼性に不安がある
大学数
回
答
例
文部科学省，クラウドコンピューティングの運用状況及び導入計画等について，2014年
クラウド導入・利用の課題
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直結クラウドサービス
SINETに直結した商用クラウドサービスを、６８の加入機関に提供中
• 商用クラウドサービスを高速・安全・低価格で利用可能
大学・研究機関等
直 結
自由に選択可能
クラウドデータセンタ
高性能セキュア
ネットワーク
（L2VPN)
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クラウド導入・利用支援
大学がクラウドを導入・利用するための支援サービスを提供
研究教育でのクラウド利用に関する啓蒙活動（講演、セミナー、個別相談等）
大学・研究機関がクラウドを導入する際に確認すべきチェックリストの策定、チェックリストに
基づくクラウドサービスの評価
大学・研究機関のニーズ集約、クラウド事業者との大学向け商品の検討
 メリット
大学・研究機関が、クラウド利用に関する知識を共有することが可能。
大学・研究機関が、クラウドサービス選定・調達を円滑に進めることが可能。
大学・研究機関が、大学・研究機関向けクラウドサービス（アカデミックディスカウントを含む）を利用すること
が可能。
 活動計画
H27年度：実証実験
H28年度：制度設計・運用開始
 先行ユーザ候補（実証実験）
実証実験では大学14機関が参加、
13事業者の評価結果を公開。
大学・研究機関 クラウド事業者
学認クラウド
• チェックリストの策定
• クラウドの評価
• 大学・研究機関のニーズ集約
• チェックリストに基
づく自社クラウドの
評価
• 大学・研究機関向け
商品の提案
チェックリスト 評価結果
運営組織
• チェックリストと調査結
果を用いた仕様策定
• クラウドの調達
Clou
ポータル
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クラウド基盤の構築（準備中）
教育研究に必要なクラウドサービス群の収集を大学等と連携して行うとともに、大学等の利用者が
これらのクラウドサービスを利用するためのポータルであるクラウドゲートウェイを整備
複数拠点のクラウドを一体的に利用するための環境であるインタークラウドを大学等の利用者が
オンデマンドに構築するためのシステムを整備
学術クラウドサービス（大学等）パブリッククラウドサービス（商用）
学習管理
オンライン
講義
計算機・ストレージ
計算機・ストレージ
データベース
事務
学術情報検索
大学等
大学等
大学等
大学等
大学等
インタークラウド
大学利用者（教職員・学生）
登録されたクラウドサービスにアクセス
利用者が独自にサービスを登録するこ
とも可能
大学管理者
大学が法人契約したクラウ
ドサービスを登録
大学利用者（教職員・学生）
配備したい計算機環境のテンプレートを入力。
クラウド間の仮想ネットワーク構成はSINET5の機
能（クラウド接続サービス、L2OD）を利用。
例：大学でプライマリ環境を運用、
クラウドでバックアップ環境を運用。
例：ビッグデータ処理環境、教育・実習環境
学術コンテンツ基盤
HPCI認証
学術認証
フェデレーション
学術情報の公開・共有
 国内回線全国100Gbps化
 海外（米国・欧州・アジア）との高速接続
 多様化するニーズに応えるSDNなどの最新ネットワーク技術の導入
クラウド活用支援
学術情報ネットワークの構築・運用
 クラウド利活用促進による
大幅なIT経費削減・
研究教育環境の高度化
 学術情報流通と
オープンアクセスの推進
 大学の機関リポジトリ拡充
の推進
大学間連携支援
 仕様統一したシステムによる
大学間連携、各種資源の
相互利用の促進
クラウド支援サービス
SINET直結クラウド
超高速・高機能回線
アクセス回線共同調達
セキュリティ強化
 暗号技術活用による
情報の保護、安全な認証
 ネットワーク機能連携による
サイバーアタック対策 VPN
電子証明書
無線LAN
ローミング
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学術情報基盤の新展開
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電子証明書発行サービス
平成28年3月末現在
283機関 381ドメインで利用中
従来のサーバ証明書に加え、信頼性レベルの高い証明書を合わせて提供
ID・パスワード認証の限界を、クライアント証明書などセキュアな認証方法で克服
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大学間連携に基づく情報セキュリティ体制の基盤
NII
C大学
連携
研修により
解析手法習得
NISC,
JPCERT/CC
情報処理推進機構
日本シーサート協議会
日本サイバー犯罪対策センター
研修後VPN接続
による実習
指導
指導および共同解析
3
2
1
4
A大学 B大学
NIIで集約
攻撃情報を転送
サンプリング
監視
ハニーポットシステム
学内の標的型攻撃を観測
(希望機関のみ設置)
サイバー攻撃検知システム
従来型(2箇所)
標的型(1箇所)
通信異常察知システム
警報検索システム
解析システムなど
1. 異常な挙動を察知
2. 監視開始を指示
3. 当該通信の転送を指示
4. 該当する通信を転送
学術コンテンツ基盤
HPCI認証
学術認証
フェデレーション
学術情報の公開・共有
 国内回線全国100Gbps化
 海外（米国・欧州・アジア）との高速接続
 多様化するニーズに応えるSDNなどの最新ネットワーク技術の導入
クラウド活用支援
学術情報ネットワークの構築・運用
 クラウド利活用促進による
大幅なIT経費削減・
研究教育環境の高度化
 学術情報流通と
オープンアクセスの推進
 大学の機関リポジトリ拡充
の推進
大学間連携支援
 仕様統一したシステムによる
大学間連携、各種資源の
相互利用の促進
クラウド支援サービス
SINET直結クラウド
超高速・高機能回線
アクセス回線共同調達
セキュリティ強化
 暗号技術活用による
情報の保護、安全な認証
 ネットワーク機能連携による
サイバーアタック対策 VPN
電子証明書
無線LAN
ローミング
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学術情報基盤の新展開
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学術認証フェデレーション「学認」
 シングルサインオン技術の活用により、これまで一つの大学・研究機関の中に閉じていた認証シス
テムを組織外の多様なサービスと連携 ⇒ 利便性向上と管理コスト削減
 認証ID提供側とサービス提供側との相互の信頼を担保するためのルールと評価の仕組みによる
信頼の枠組みの提供 ⇒ セキュリティとプライバシーの確保
図書館システム Webメール グループウェア Eラーニング
大学 A 大学 B 大学 C
学認運営組織
• フェデレーションポリシーの策定
• ＩＤ管理運用評価
• 広報・普及
電子ジャーナル
情報提供サイト
学認申請システム
メタデータリポジトリ
ディスカバリーサービス
ID管理工数の低減
セキュリティレベルの底上げ
個人情報保護
民間フェデレーションと
の連携による学割サー
ビス等の開発
 より高度で便利な本人
確認手法との連携機構
の開発と提供
信頼レベル認定による
格付け
 きめ細かなプライバシー
保護のための制御機構
の開発と提供
共同研究や共同利用を
支援するグループアク
セス機構の提供
個人認証で学外
からも快適アクセス
シングルサインオンで
スムーズなアクセス
クラウドの活用を支援
• 記憶するIDは1つ
• 情報入力は一回
• 学内外・国内外OK
• Webブラウザだけ
8
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73
128139
161
181
0
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40
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26
44
106
111
119
131
139
144
0
20
40
60
80
100
120
140
160
大学等の参加数 サービスの参加数
◆コンテンツ系サービス
電子ジャーナル
機関リポジトリ
文献検索
論文・業績情報管理
開発環境
◆基盤系サービス
無線アクセス
Eラーニング
テレビ会議
ファイル共有
メーリングリスト
クラウド環境
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シングルサインオンの利用例
複数のデータベースや電子ジャーナルを１度の認証で利用可能
認証サーバ
ユーザ
TARO SUZUKI 08/07
CiNiiの有料論文が見たい
確かにウチの
大学の人だ
どうぞご利用ください
Science Direct の論文も見たい
認証済ですね、どうぞ
RefWorksのリストを更新しよう
認証済ですね、どうぞ
以後、SSO
（シングルサインオン）
個人情報
DB
認証サーバへ
リダイレクト
各大学
ID、パスワード入力
ブラウザを閉じたらログアウト
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国際学術無線LANローミング基盤（eduroam）
平成10年に全国大学共同電子認証基盤構築事業の一環として日本に導入「eduroam JP」
NIIと東北大学が共同で国内での運用、サポート及び技術開発などを実施。
平成28年3月末時点で，国内140機関が参加。
学術コンテンツ基盤
HPCI認証
学術認証
フェデレーション
学術情報の公開・共有
 国内回線全国100Gbps化
 海外（米国・欧州・アジア）との高速接続
 多様化するニーズに応えるSDNなどの最新ネットワーク技術の導入
クラウド活用支援
学術情報ネットワークの構築・運用
 クラウド利活用促進による
大幅なIT経費削減・
研究教育環境の高度化
 学術情報流通と
オープンアクセスの推進
 大学の機関リポジトリ拡充
の推進
大学間連携支援
 仕様統一したシステムによる
大学間連携、各種資源の
相互利用の促進
クラウド支援サービス
SINET直結クラウド
超高速・高機能回線
アクセス回線共同調達
セキュリティ強化
 暗号技術活用による
情報の保護、安全な認証
 ネットワーク機能連携による
サイバーアタック対策 VPN
電子証明書
無線LAN
ローミング
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学術情報基盤の新展開
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学術コンテンツ事業の全体像
NIIの提供する学術コンテンツ
NII-ELS
NII-REO
I学術機関
リポジトリ
大学・学術機関
図書・雑誌情報 研究情報
598機関
J-Stage
(JST) NDL 
他機関のDBサービス
論文情報
大学
図書館等
大学
図書館等 1,274機関
JAIRO
JSPS MEXT
論文情報の
メタデータ・
リンク情報
1,927万件
CiNii
Articles
学協会誌掲載
論文の本文情報
427万件
機関リポジトリ搭載
の学術情報の
メタデータ・リンク情報
223万件
学術出版社
学協会
学協会
学協会
科学研究費助成事業
の研究課題・成果情報
79万件
提 供
収集
電子化
データ統合アーカイブ 電子化
収集
機関発信情報
NII-DBR
専門学術
情報資源
（データベース）
194万件
専門学術情報
NACSIS
-CAT 受入
OUP
Springer
＊データ件数は
平成28年3月末現在
海外電子ジャーナル
等の本文情報
390万件
人社系電子コレクション
31万件
共用
リポジトリ
CiNii
Books
図書・雑誌の
書誌・所在情報
書誌1,129万件
所蔵1.34億件
KAKENCiNii
Dissertations
博士論文の
メタデータ・
リンク情報
60万件
H29.3
事業終了
288機関
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NACSIS-CAT/ILL：目録所在情報サービス
NACSIS-CAT（目録システム）
◦ 大学図書館等が所蔵する図書・雑誌情報を
オンライン共同分担入力方式により共同構
築するシステム
◦ 参加機関： 1,274機関
◦ 書誌登録データ：
図書：1,095万件（25万件増／年）
雑誌：33万件
◦ 所蔵登録データ：
図書：1億2,938万件（300万件増／年）
雑誌：467万件
◦ 同時接続端末（ユーザ数）：5,000台
NACSIS-ILL（ILLシステム）
◦ 目録システムで構築された総合目録データ
ベースを活用した相互利用システム
◦ 参加機関： 1,113機関
◦ 複写：約58万件、貸借：9万件
◦ 海外ILL（OCLC, KERIS） 0
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参加機関数CAT登録件数（万件）
累積図書所蔵登録数
参加機関数
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ERDB-JP（Electronic Resources Database-JAPAN）
＜構築の背景＞
◦ 電子リソースタイトルが急増して情報の把握が困難，その管理が大きな課題。
◦ 国内の電子リソースのデータ（特にJ-STAGEやNII-ELS以外の非パッケージのデータ）をほとんど把握できず。
◦ 利用者を適切にナビゲートできず。問題対応のため，同様なデータを個別に作成する非効率な作業が発生。
◦ 電子リソースに係るデータ共有の観点から，ERDBプロトタイプ構築プロジェクトで検討。ERDB-JPを構築。
＜概要＞
◦ 大学・出版社・ナレッジベースベンダーが一緒になって構築していく国内刊行電子リソースの共有サービス
◦ 誰でも、登録データの検索・閲覧・エクスポートおよび新規登録・修正・削除依頼が可能
＜目的＞
◦ 電子リソースに関するデータ共有のための基盤を構築
◦ 従来の総合目録データベースと併せて、電子・紙媒体の学術情報への迅速かつ的確なナビゲートを実現
◦ 利用者の学術情報へのアクセシビリティの向上
＜実施体制＞
◦ パートナーとしてデータ作成機関を募集
当面、大学，短期大学，高等専門学校，大学共同利用機関，文部科学省・文化庁の施設等機関 を対象
◦ 国立情報学研究所、JUSTICE事務局、参加館（40館） （平成28年6月末現在） 平成28年度
目標
50機関超!!
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CiNii：学術情報ナビゲータ
CiNii Articles (平成17年～)
•日本の学術論文を中心とした論文情報を提供するサービス
•膨大な論文情報の中から簡単に目的の論文を検索、学協会誌や研究
紀要の論文本文の閲覧やリンクにより他サイトの本文も参照可能
•主な収録データベース：学協会刊行物（国立情報学研究所）、雑誌記事
索引データベース（国立国会図書館）、J-STAGE（科学技術振興機構）、
機関リポジトリ（各大学等）
CiNii Dissertations (平成27年～)
• CiNii に博士論文検索のメニューを追加
•オンライン公開義務化への対応
• タイトル、著者名、学位授与大学名、取得学位名
等で検索可
•本文へのリンクあり
CiNii Books (平成23年～)
•日本の大学図書館等が所蔵する本（図書・雑誌）の情報を検索
•総合目録ＤＢのデータに一部、内容説明・目次・書影を付加して提供
学術コミュニティ・社会
NII内外／国内外各種データベース
NII-ELS,機関リポジトリ等の論文
データを同定・統合して提供
NACSIS-CAT（大学図書館の所
蔵する本）のデータを提供
博士論文(機関リポジトリ、国立国
会図書館）のデータを提供
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CiNii Articlesの現況
収録件数と利用状況の推移
12,000
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2,000
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論文本文（内数） 論文情報 検索回数論文数
（万件）
1,280
1,430
1,530
1,602
990
1,060
1,150
1,672
1,873 1,927
1,200
検索回数
（万回）
H19.4
Google連携開始
H21.4
リニューアル
収録件数
論文情報 1,927万論文
うち、本文あり（NII-ELS）
 444学協会 1,465誌 約385万論文
 829大学等 3,503誌 約 41万論文
（平成28年3月末時点）
利用状況
検索：月間約511万件以上
本文ダウンロード：月間約297万件以上
（平成27年度平均値）
登録状況
定額制契約機関数
1,037機関（うち海外88）
個人登録者数 15,274名
（平成27年度集計）
NII-ELSの事業終了（平成28年度末）
 本文電子化・機関別定額制は終了
 ELSのコンテンツはJ-SATGE、機関
リポジトリ等へ移行
CiNii Articlesは継続
 移行後のコンテンツの検索・本文へ
のリンクは引き続きサポート
 移行されないコンテンツは、オープン
アクセスで継続公開
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電子コンテンツのアーカイブ
NII-REO （NII電子リソースリポジトリ）の強化
我が国の大学等機関に，安定的・継続的に電子的学術コンテンツを提供する
• 電子ジャーナルバックファイル、人文社会科学系電子コレクションの共同整備
• 共同購入により、図書館は応分の負担で経済的にコンテンツを導入
• SpringerとJUSTICEとの特別包括提案合意に基づき、同社のEJバックファイル（創刊号～1999年）につ
いて、国内すべての大学等でアクセスできる環境を構築中。
出版社サイトでの検索、閲覧
大学図書館
コンソーシアム連合
（JUSTICE）海外出版社
NII-REO
Kluwer Online
IEEE Computer Society
Springer
Oxford University Press
NII
海外出版社
連携
交渉・契約
出版社サーバ
出版社サーバ
本文コンテンツまで
ローカルローディング
大学大学大学大学大学大
複数の出版社を横断検索
本文閲覧（契約機関）
MOMW
18th HCPP
電子ジャーナルアーカイブ 人社系コレクション
ECCO
MOMW II
19/20th HCPP
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 CLOCKSSとの連携協力（恒久的なアクセス保障体制の整備）
• 世界中の大学図書館及び学術出版社の共同運営によるダークアーカイブプロジェクト
• 国際的・地理的に分散した12の図書館がアーカイブノード（保存庫）として、電子ジャー
ナルの長期保存を担う（NII：日本のノードを担当）
• 出版社サイトでアクセスできなくなった場合、オープンアクセスで公開：15誌公開中
• 日本の大学図書館向け特別提案に関する協定締結（CLOCKSS-NII-JANUL-PULC）
により、年会費の大幅ディスカウント＝ 1機関150ドル
• 日本の参加大学：99機関
（2016/06現在 国立：47、公立：7、私立：42、その他：2、NII）
電子コンテンツのアーカイブ
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SPARC Japan第5期（H28～30年度）の事業方針
図書館等と連携してOAの問題に取り組む
・国際的なOAイニシャティブとの協調
SPARC、SPARC Europe、SCOAP3、arXiv.org、ORCID、COAR等
・学術情報流通にかかわるアドボカシー活動
・オープンサイエンスへの活動スコープの拡大
オープンアクセス、オープンデータ、オープンエデュケーション等の動向把握、大学
図書館におけるオープンサイエンスの取組み、研究データ管理等を戦略的に検討
・オープンアクセスに関する基礎的情報の把握
OA誌やIRの利用実態や論文公表実態について調査
SPARC Japanセミナーの実施
• 学術情報流通に関する最新の動向を紹介
• 平成27年度は4回実施。延べ443名参加
開催内容
学術情報のあり方 －人社系の研究評価を中心に－
科学的研究プロセスと研究環境の新たなパラダイムに向けて －e-サイエンス、研究データ共有、そして研究
データ基盤－
研究者向けソーシャルメディアサービスの可能性
研究振興の文脈における大学図書館の機能
国際学術情報流通基盤整備事業(SPARC Japan)
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オープンアクセスにおける国際連携の強化の一環として、以下の国際的なオ
ープンアクセスプロジェクトへの参画を進めている
•SCOAP3 （CERN（欧州原子核研究機構）を中心とした国際連携プロジェクト）
• 大学図書館とのタスクフォースを組み、国内参加館（34館）とりまとめ
• H26.1 サービス開始
•arXiv.org （1991年からコーネル大学が運営）
• 物理学、数学、コンピュータサイエンス及び関連分野のプレプリントサーバ
• 大学図書館、関連機関の協力により、NIIがarXiv.org会員機関の窓口
• H26 一括とりまとめによるディスカウント開始
•ORCID （2010年設立の国際的組織）
• 研究者に対し一意な識別子を与え、学術論文の著者ID管理を目指して設置
• NIIからボードメンバーが参加
•COAR （2009年にオープンアクセスリポジトリ連合として設置）
• 欧州、アジア、北米の28機関による
• NIIからボードメンバーが参加
国際的なOAイニシャティブとの協調
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コンテンツ流通の推進－JaLC DOI登録
 DOI（Digital Object Identifier）
 コンテンツの電子データに付与される国際的な識別子
 コンテンツの所在情報（URL）に変換され、恒久的にデジタル資料を一意に示す
例） 10.1241/johokanri.58.763 DOI-prefix ：各機関固有 DOI-suffix ：コンテンツ固有
 DOI登録
 日本では、ジャパンリンクセンター(JaLC)*によりDOIが付与される
* 国立情報学研究所（NII）、科学技術振興機構（JST）、物質・材料研究機構（NIMS）、
国立国会図書館（NDL）による共同運営
 IRDBにデータ提供している機関は、NIIが取りまとめるJaLC準会員となることで、無料でJaLC DOI
登録可能
 「IRDBデータ提供機関のためのDOI管理・メタデータ入力ガイドライン」を策定、公開済
 JaLC準会員の募集開始（5月末時点で171機関申請）、JaLC DOIの登録開始
 研究データへのDOI登録実験プロジェクトを実施（平成26年10月～27年9月）
JaLC DOI付
メタデータを
ハーベスト
（標準：週一） DOI
Prefix/
Suffix
JaLC DOI
付メタデー
タをハーベ
スト
大学（準会員） NII（正会員） JaLC
各機関は割り当て
られたprefixで
DOI登録
機関リポジトリと、
JaLCとのデータ受け
渡しを仲介
IRDB
(JAIRO)
JaLC
DOI
Prefix/
Suffix
DOI
Prefix/
Suffix
IR
DOI登録のメリット
世界で流通する識別子の付与
永続的なURLが与えられ、アクセ
シビリティが向上
引用、検索、リンク等に利用可能
統計や文献同定等、コンテンツ
単位での管理が容易
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KAKEN：科学研究費助成事業データベース
◦ 科研費補助金の採択課題・成果情報：約79万件を一括検索
◦ 報告書PDFの全文検索が可能（2012.6-）
◦ 文献リストから論文検索サイト(CiNii等)にリンクあり
◦ 研究者ごとの情報集約
MEXT/JSPS NII 大学
科研費研究成果の発信と還元
採択情報、成果
報告書の公開
学術コミュニティ・社会
メタデータ
自動収集
論文リンク
研究者リンク
科研費成果関連情報
（発表論文・研究データ・
ソフトウェア・
音声・映像情報等）
成果関連情報の登録
電子申請・登録
統合システム
申請・登録 検索・活用
大学等研究機関研究者 研究者 研究者
研究者
科研費管理
データベース
機関リポジトリ機関リポジトリ機関リポジトリ
R&R
科研費の成果の可視化を進めるた
め、「KAKEN」の機能を大幅に向上
1. 他の助成事業との横断検索が可能な
システム設計に変更
2. 研究者の役割、研究課題の状況、報
告書の種類等、検索項目を追加
3. 研究課題の状況を可視化するため、
「採択」「交付」「完了」等の表示を追加
4. オープンアクセスへの対応を強化（OA
論文へのリンク追加等）
5. 海外からの利用を促進するため、英語
のインタフェースや検索機能を強化
6. 各機関での採択情報等の利活用を促
進するため、APIに対応
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全国の構築機関数の推移 JAIRO登録データ数（本文あり）の推移
学術機関リポジトリ構築連携支援事業（IRP）
収録コンテンツ数
（本文あり）
学術雑誌論文 約24万件
学位論文 約 8万件
紀要論文 約87万件
その他 約43万件
計 約162万件
（平成28年3月末時点）
機関リポジトリ構築数
国立大学 86
公立大学 62
私立大学 329
その他 121
合計 598
（平成28年3月末時点）
機関リポジトリの構築状況 学術機関リポジトリポータル（JAIRO）で国内機関リポジトリ
コンテンツメタデータを網羅的収集、横断的検索、本文閲覧
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共用リポジトリサービス （JAIRO Cloud）
NIIが開発・提供する機関リポジトリのクラウドサービス(H24年度～)
 独自で機関リポジトリの構築・運用が難しい大学等に、研究成果の収集・保存・発信を容易にする仕組みを提供
 JAIRO Cloudにより ・大学でのシステム運用負荷の軽減により機関リポジトリ数の拡大
・必要な機能を備えたシステムをクラウド上で提供することで全体の効率化
・学術情報のオープンアクセスを推進
NIIのクラウド上に機関ごとのサイトを構築
利用機関はコンテンツ管理をするだけ
NIIは機関リポジトリの
ソフトウェアをNIIの
クラウドに構築・提供
C大学
研究者はJAIRO Cloudに
研究成果（雑誌論文，
学位論文等）を搭載
A大学
B共同利用機関
大学の研究成果
をオープンアクセ
スで公開
大学はJAIRO Cloudを
利用して機関リポジトリ
を構築
運用機関
（NII）
2 10 58
101 144
193 228 260
284 301 316 310
73
130
210 288
74
0
100
200
300
400
500
600
700
800
900
JAIRO Cloudで公開予定
JAIRO Cloud利用
独自構築
日本の機関リポジトリ構築数
独自構築とJAIRO Cloud利用機関
開始
年度
JAIRO Cloud利用機関 内訳
計
国立 公立 私立 短大 その他
2012 1 5 50 12 5 73
2013 1 6 46 4 0 57
2014 3 14 49 8 6 80
2015 8 8 46 9 7 78
計 13 33 191 33 18 288
JC構築中 3 5 45 15 6 74
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JAIRO Cloud – システム移行と今後の運営
 既構築機関からのシステム移行
 機関リポジトリ既構築機関からの移行受け入れを推進
• 平成25～26年度 数機関とデータ移行実証実験実施
• 平成26年5月 筑波大学がJAIRO Cloudへ移行
• 平成26年11月 移行相談受付開始
 移行相談のページ https://community.repo.nii.ac.jp/service/migration
 移行申請機関
• 北見工業大学、岩手大学、東北大学、電気通信大学、首都大学東京、日本体育大学
、早稲田大学、横浜国立大学、愛知淑徳大学、関西学院大学、鹿児島大学、統計数
理研究所、東京文化財研究所ほか
今後の運営モデルの検討
 『共用リポジトリサービス「JAIRO Cloud」の今後の運営モデルと利用料金の徴収
（素案）』にて、コミュニティによる運営と料金案を提示
 上記素案への意見を踏まえて、JAIRO Cloud協議会（仮称）の設立を優先事項と
した提案による説明会を開催
• 平成27年2月～6月 JAIRO Cloudの今後の運用モデルと利用料金に関する説明・懇談会
 説明・懇談会等での意見交換を踏まえ、 JAIRO Cloud利用機関だけでなく、日
本全体の機関リポジトリの協会設立に向けて、機関リポジトリ推進委員会の下に
設立準備会を設置し、検討
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次世代の学術情報基盤を担う人材の確保
教育研修事業の概要
区分 対象 目的
講習会 本研究所の目録所
在情報サービスの
業務担当者
NACSIS-CAT/ILL
の内容や操作・運
用方法等の修得
専門
研修
大学等における学
術研究活動支援に
携わる者
学術コンテンツ、
情報通信等の最
新動向の認知、必
要となる専門知識
や技術の修得
総合
研修
大学等において、
図書館、電子計算
機およびネットワー
ク等の業務に専任
的に従事する者
高度の学術情報
システム環境に対
応しうる知識等の
修得
（実務研修を含
む）
大学図書館との更なる連携協力により推進
国立情報学研究所 講習会・研修体系図
講習会 専門研修 総合研修
NACSIS-CAT/ILL 
セルフラーニング
教材
目録システム入門
講習会
機関リポジトリ
新任担当者研修
学術情報システム
総合ワークショッ
プ
国立情報学研究所
実務研修
情報処理技術
セミナー
システム運用
管理者向け
図書館職員向
け
大学図書館職員
短期研修
他機関との共催
目録システム書誌
作成研修
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人材の育成と交流
実務研修
◦ ＮＩＩで数ヵ月間のOJT
◦ 個別に研修テーマを設定
◦ コンテンツ事業、JUSTICE、ネットワークなど
◦ 学術情報流通基盤構築の手法・知識・技術を習得
これまでの実績（参考）
実務研修の詳細・お問い合わせ先
◦ http://www.nii.ac.jp/hrd/ja/jitsumu/index.html
受講年度 所属機関 研修テーマ
平成27年度 筑波大学 電子リソース利用統計の収集・分析・活用方法の調査・検討（予定）
平成26年度 新潟大学 電子ジャーナル契約見直しに関するモデルケース作成にむけた調査・検討
平成25年度 広島大学 機関リポジトリ等に集約された多様なデータを，ユーザに提供するための情報検索についての
考察
お茶の水女子大学 学術認証フェデレーション（学認）を用いたシングルサインオンによる全学システム整備
平成24年度 大阪大学 電子情報資源を含む学術情報発見システム構築に向けた調査・検討
琉球大学 IRDBコンテンツ分析システムを用いデータ分析を通した機関リポジトリの現状把握
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実務研修
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3．これからの学術情報基盤
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これからの教育研究の情報環境
 クラウドサービスと通信回線が一体として高度化され、研究・教育活動
に必要なサイバー環境を提供
Cloud Gateway
NIIクラウド
サービス
アカデミック
クラウド
サービス
アカデミック
クラウド
サービス
アカデミック
クラウド
サービス
商用
クラウド
サービス
商用
クラウド
サービス
クラウドサービス＋通信回線
研究環境 教育環境
研究者 学生
連携・
協力
国内外大学
教員
Open Access
国際共同研究
ビッグデータ
HPC
研究データ
セキュ リティ 教材
MOOCs
CiNii
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クラウドコンピューティングの導入
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我が国におけるオープンサイエンス推進のあり方について ～サイエンスの新たな飛躍の時代の幕開け～
内閣府 国際的動向を踏まえたオープンサイエンスに関する検討会 2015.3 p.14 より
研究成果の利活用とオープンサイエンスの推進
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これからの学術情報の公開・共有
 JAIRO Cloudの拡充による多様なコンテンツ収集
 機関リポジトリの特性を生かしながら、研究分野ごと、メディアごとのコンテンツ収集を推進
 CiNiiの高度化による多様な情報への統一的アクセス手段の提供
 JAIRO Cloud・各種データベース上の異種情報に対する自動リンク付け
研究者 教員
情報学 生物学 人文科学
データ
ビデオ
教材
SINET5
大学A
大学B
論文・書籍
大学C
研究所A
学生
メディア
リポジトリ
サブジェクト
リポジトリ
機関
リポジトリ
JAIRO Cloud
リンク
研究者
課題
論文
ビデオ スライド
教材
CiNii
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研究データへの対応
オープンサイエンスを推進するため、研究データを公開・共有する基盤整備に向けた検討に着手
 JAIRO Cloudを強化し、論文に付随する研究データ等を搭載する機能、大容量化するデータも格納できる
JAIRO Cloud for Dataの開発・提供
 論文情報とJAIRO Cloud for Dataに蓄積された各種研究データを統合した総合的発見サービスCiNii for Data
のプロトタイプ構築および試験提供
出典：科学技術・学術審議会
学術分科会 第8期学術情報委員会
（第6回）
資料２ 「NIIにおけるオープンサ
イエンスへの取組みと課題」
（平成28年1月22日）
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4．大学図書館との連携・協力
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大学図書館との連携の枠組み
 大学図書館との協定に基づく連携
「大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所と国公私
立大学図書館協力委員会との間における連携・協力の推進に関する協定書」を
締結（平成22年10月13日、平成28年2月23 日改訂）
（目的）
「我が国の大学等の教育研究機関において不可欠な学術情報の確保と発信の一
層の強化を図る」
（連携・協力の推進）
1. バックファイルを含む電子ジャーナル等の確保と恒久的なアクセス保障体制の整備
2. 機関リポジトリを通じた大学の知の発信システムの構築
3. 電子情報資源を含む総合目録データベースの強化
4. 学術情報の確保と発信に関する人材の交流と育成
5. 学術情報の確保と発信に関する国際連携の推進
6. その他本目的を達成するために必要な事項
（組織）
大学図書館と国立情報学研究所との連携・協力推進会議を設置
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大学図書館と国立情報学研究所との連携
国公私立大学図書館
協力委員会
大学図書館と国立情報学研究所との
連携・協力推進会議
（H22～）
事務局（JUSTICE）
国立情報学研究所
大学図書館コンソーシアム連合
運営委員会（H23～）
役割：協定書
(1),(4),(5)
交渉
作業部会
広報
作業部会
調査
作業部会
機関リポジトリ推進委員会
（H25～）
これからの学術情報システム
構築検討委員会（H24～）
SPARC Japan
セミナー企画WG
国際学術情報流通
基盤整備事業運営委員会
（H15～）
電子リソース
データ共有
作業部会
（H27～）
「オープンアクセスリポジトリ
推進協会」への移行に向け
てWG体制（作業部会・タスク
フォース）の見直し検討中
NACSIS-
CAT検討作
業部会
（H27～）
役割：協定書
(3),(4),(5)
役割：協定書
(2),(4),(5)
協定書
(1) バックファイルを含む電子ジャーナル等の確保と恒久的なアクセス保証体制の整備
(2) 機関リポジトリを通じた大学の知の発信システムの構築
(3) 電子情報資源を含む総合目録データベースの強化
(4) 学術情報の確保と発信に関する人材の交流と育成
(5) 学術情報の確保と発信に関する国際連携の推進
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（1） JUSTICE運営委員会
JUSTICE
Japan Alliance of University Library Consortia for E-Resources
〔設 立〕 平成23年4月1日
〔目 的〕 電子ジャーナル等の電子リソースに係る契約，管理，提供，保存，
人材育成等を通じて，わが国の学術情報基盤の整備に貢献する
〔主な事業〕
（1）出版社等との交渉を通じた電子リソースの購入・利用条件の確定
（2）電子ジャーナルのバックファイルや電子コレクション等の拡充
（3）電子リソースの管理システムの共同利用
（4）電子リソースの長期保存とアクセス保証
（5）電子リソースに関わる図書館職員の資質向上
（6）その他必要な事業
〔会 員〕 大学，大学共同利用機関，省庁大学校等の図書館
会員館：527（ 国立：99  /  公立：70  /  私立：355  /  その他：3 ）
（平成28年5月現在）
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JUSTICEの運営体制
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平成28年度JUSTICE活動計画
１．出版社等との交渉を通じた電子リソースの購入・利用条件の確定
（１）出版社交渉の継続
（２）版元提案説明会の開催
（３）契約状況調査の実施
（４）国内研究者による論文公表に関する実態調査の実施
（５）国内電子書籍に関する検討
２．電子ジャーナルのバックファイルや電子コレクション等の拡充
NII-REOと連携し，人文社会科学系電子コレクションまたは電子ジャーナルバックファイルの導入を検討
３．電子リソースの管理システムの共同利用
（１）電子リソース管理データベース（ERDB）の構築
（２）利用統計データ取得・管理
４．電子リソースの長期保存とアクセス保証
NIIと連携し「CLOCKSS」に対する国内参加館の拡大を図ると共に，未参加の学術出版社に参加を要請
５．電子リソースに関わる図書館職員の資質向上
（１）勉強会開催
（２）OJT（On the Job Training）実務研修制度活用
６．広報・情報提供に係る活動
（１）広報誌発行
（２）メーリングリスト，ウェブサイト等による情報提供
（３）関連外部団体が主催するイベント等への参加等
（４）ICOLCへの派遣
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〔設 立〕 平成25年7月発足
〔目 的〕 「機関リポジトリを通じた大学の知の発信システムの構築」に
関する事項を企画・立案し、活動を推進
〔組 織〕 国公私立大学図書館の職員、NIIの職員、その他有識者に
より構成
事務局はNII
〔主な活動〕 「大学の知の発信システムの構築に向けて」
戦略的重点課題及び当面の行動計画を策定
①オープンアクセス方針の策定と展開
②将来の機関リポジトリ基盤の高度化
③コンテンツの充実と活用
④研修・人材養成
（2） 機関リポジトリ推進委員会
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1. オープンアクセス方針の策定と展開
各機関の公表義務化、研究インフラ整備、コンテンツの多様化等の戦略に資するオープ
ンアクセスのガイドラインを作成し、ゴールドオープンアクセスの進展を踏まえた種々の
レベルにおけるオープンアクセス方針の策定に貢献する
2. 将来の機関リポジトリ基盤の高度化
アカデミック・クラウド環境における機関リポジトリ基盤を高度化し、機関リポジトリの管
理・運営環境を整備する
3. コンテンツの充実と活用
学術機関リポジトリ構築連携支援事業の成果を活用し、機関リポジトリに蓄積されている
コンテンツの評価を行い、多くの利用が見込まれる分野等において未整備のコンテンツ
を充実させるとともに教育研究での多面的な活動を促進する方策を進める
4. 研修・人材養成
研究データ等の文献に留まらないコンテンツを扱い、機関リポジトリの高度化や国際コ
ミュニティと連携協力を行う人材を養成する等のために研修等を実施する
「大学の知の発信システムの構築に向けて（平成25年12月13日）」より
戦略的重点課題
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オープンアクセスリポジトリ推進協会
 オープンアクセスリポジトリ推進協会（Japan Consortium for Open Access
Repository : JPCOAR）
 日本における機関リポジトリを振興・相互支援することを目的とし、国公私立大
学図書館協力委員会と国立情報学研究所の間の連携・協力協定に基づき設
立される新しいコミュニティ
 当面は「機関リポジトリ推進委員会」がJPCOARの運営委員会を兼ねる
主な活動内容
 オープンサイエンスを含む学術情報流通の改善
 機関リポジトリシステム基盤の共同運営と有効活用
 機関リポジトリ公開コンテンツのさらなる充実
 担当者の人材育成のための研修活動
 国際的な取組みに対する積極的連携
 当面のスケジュール
平成28年7月27日 設立総会 正式な参加申込開始
平成28年11月 機関リポジトリとオープンアクセスをテーマとした
ワークショップの開催（図書館総合展フォーラム）
平成29年3月 第1回年次総会
平成29年4月～ 会費徴収開始
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〔設 立〕 平成24年6月発足
〔目 的〕 「電子情報資源を含む総合目録データベースの強化」に関
する事項を企画・立案し、学術情報資源の基盤構築、管
理、 共有および提供にかかる活動を推進
〔組 織〕 国公私立大学図書館の職員、NIIの職員、その他有識者に
より構成
事務局はNII
〔主な活動〕 学術情報システムの課題を４つに整理
①総合的発見環境の整備とデータのオープン化
②電子リソースへの対応
③目録システムの再編
④デジタイズ
（3） これからの学術情報システム構築検討委員会
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目録システムの再編
 NACSIS-CATの再構築
 「これからの学術情報システム構築検討委員会」で検討中
 平成32（2020）年度のシステム更新を目途に、システム面・運用面での大幅改訂を実施
 NACSIS-CAT 軽量化・合理化の基本方針案
1. 外部機関作成の目録データ活用を前提とするワークフローの改善
2. 外部機関作成の目録データに合わせた書誌レコードの階層構造の変更
3. 名寄せ機能の実装、典拠データの自動リンク形成等による機能強化
期待される効果
・NACSIS-CATのデータ連携・利活用の向上
・外部システムとの連携によるCATの機能向上
・参加機関・NIIの作業の省力化や運用コスト減
一時的負担
・NACSIS-CATのシステム開発コスト
・参加館の図書館システム改修コスト
・運用変更に伴う担当者の教育コスト
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5．まとめ
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NIIサービスのインパクト
〔学術雑誌総合目録〕 1大学でのサービスから連携協力サービスへ
〔NACSIS-CAT〕 目録カード作成からオンライン目録へ
単館完結型から共同構築型へ
〔NACSIS-ILL〕 郵便からオンラインへ（依頼・受付情報）
〔コンテンツポータル・CiNii〕 単体の検索から横断・複合検索へ
〔電子図書館サービス〕 紙媒体から電子媒体へ（学協会誌、紀要）
〔NII-REO〕 個別調達・占有から共同調達・共有へ
〔機関リポジトリ〕 蓄積から発信へ、図書館から機関へ
〔学認クラウド〕 所有から利用へ
〔データリポジトリ〕 研究者個人責任体制から機関責任体制へ
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真の連携・協力に向けて
大学図書館との関係の再定義
NIIの事業に大学図書館が参加・協力するという関係から
平等な立場で、お互いのリソースを持ち寄り、連携・協力
するという関係へ
連携・協力の場
大学図書館員の活動の場（プラットフォーム）をNIIが提供
情報と課題の共有
共同事業
人材育成のインキュベータ
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連携・協力事業
連携活動を共に進めましょう
◦ 連携・協力推進会議の各種委員会活動への参画
◦ JUSTICE運営委員・作業部会員 （交渉、調査、広報など）
◦ 機関リポジトリ推進委員会委員・協力員
（OA方針、基盤高度化、コンテンツ充実、研修・人材育成など）
◦ これからの学術情報システム構築検討委員会委員・作業部会員
（NACSIS-CAT/ILL検討、電子リソースデータ共有など）
◦ 教育研修事業での連携
◦ 研修の講師
◦ 共催・会場提供
◦ 国際連携活動への参加
◦ オープンアクセス、機関リポジトリ等の国際会議参加
◦ SPARC Japanセミナー企画
